
JP 6668341 B2 2020.3.18

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の電極と、
　第２の電極と、
　前記第１の電極と前記第２の電極との間に配置された固体多層構造と、
を有し、
　前記固体多層構造は、前記第１および第２の電極と接触しており、前記電極に平行に配
置された層を含み、前記固体多層構造は、前記層（Ａ－Ｂ）ｍ－Ａのシーケンスを有し、
ただし、Ａは絶縁層であり、Ｂは絶縁体マトリックス中に導電性ナノ粒子の微小分散体を
有するコロイド状複合体を含有する分極層であり、ｍは１以上の数であり、
　Ａは１ナノメートル（ｎｍ）当たり少なくとも０．０５ボルト（Ｖ）の破壊電圧を有し
、
　Ｂは少なくとも２００の誘電率を有する
ことを特徴とするコンデンサ。
【請求項２】
　前記絶縁層の少なくとも一つが結晶質であることを特徴とする請求項１に記載のコンデ
ンサ。
【請求項３】
　Ａが少なくとも０．５Ｖ／ｎｍの破壊電圧を有する、請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項４】
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　前記絶縁層の少なくとも１つが、酸化物、窒化物、酸窒化物およびフッ化物から選択さ
れる材料を含む、請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項５】
　前記絶縁層の少なくとも１つは、ＳｉＯ２、ＨＦＯ２、Ａｌ２Ｏ３、およびＳｉ３Ｎ４

から選択される材料を含む、請求項４に記載のコンデンサ。
【請求項６】
　前記絶縁層の少なくとも１つが、一般構造式Ｉの改質有機化合物を含み、
【化１】

　Ｃｏｒは多環式有機化合物であり、各Ｍは独立して修飾官能基であり、ｎは修飾官能基
の数であり、０以上である請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項７】
　前記多環式有機化合物は、オリゴフェニル、イミダゾール、ピラゾール、アセナフテン
、トリアジン、インダントロン、および構造１～４３から選択される、請求項６に記載の
コンデンサ。
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【表１】
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【請求項８】
　前記修飾官能基が、アルキル、アリール、置換アルキル、および置換アリールから選択
される、請求項６または７に記載のコンデンサ。
【請求項９】
　前記絶縁層の少なくとも１つが、フッ素化アルキル、ポリエチレン、ケブラー、ポリ（
フッ化ビニリデン－ヘキサフルオロプロピレン）、ポリプロピレン、フッ素化ポリプロピ
レン、およびポリジメチルシロキサンから選択される化合物を含む、請求項１に記載のコ
ンデンサ。
【請求項１０】
　前記絶縁層の少なくとも１つが、構造４４～４９から選択される構造を有する材料を含
む、請求項１に記載のコンデンサ。
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【表２】

 
【請求項１１】
　前記絶縁層の少なくとも１つは、構造５０～５５から選択される構造を有する材料を含
み、
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【表３】

　各Ｒ１およびＲ２は、アルキル、アリール、置換アルキル、および置換アリールから独
立して選択される請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項１２】
　前記分極層の少なくとも１つが結晶性である、請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項１３】
　前記導電性ナノ粒子が、導電性オリゴマーを含む、請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項１４】
　前記導電性オリゴマーの長手方向軸が、電極表面に対して垂直に向けられている、請求
項１３に記載のコンデンサ。
【請求項１５】
　前記導電性オリゴマーは、構造式５７～６３のいずれかであり、
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【表４】
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　Ｘ＝２、３、４、５、６、７、８、９、１０、１１または１２であることを特徴とする
請求項１３に記載のコンデンサ。
【請求項１６】
　前記導電性ナノ粒子が、低分子量導電性ポリマーを含む、請求項１に記載のコンデンサ
。
【請求項１７】
　前記低分子量導電性高分子が、構造式５７～６３のいずれかに対応するモノマーを含み
、
【表５】
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　ここで、Ｘ＝２、３、４、５、６、７、８、９、１０、１１または１２であることを特
徴とする請求項１６に記載のコンデンサ。
【請求項１８】
　前記導電性オリゴマーが、次の式で表され、
【化２】

　Ｒｑは置換基であり、ｑは０以上の数であることを特徴とする請求項１３に記載のコン
デンサ。
【請求項１９】
　各Ｒが、独立して、アルキル、アリール、置換アルキル、または置換アリールである、
ことを特徴とする請求項１８に記載のコンデンサ。
【請求項２０】
　前記絶縁体マトリックスの材料が、ポリ（アクリル酸）（ＰＡＡ）、ポリ（Ｎ－ビニル
ピロリドン）（ＰＶＰ）、ポリ（フッ化ビニリデン‐ヘキサフルオロプロピレン）［Ｐ（
ＶＤＦ－ＨＦＰ）］、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＲ）およびエチレンプロピレンジエ
ンモノマー（ＥＰＤＭ）を含むエチレンプロピレンポリマー、およびジメチルジクロロシ
ロキサン、ジメチルシランジオールおよびポリジメチルシロキサンなどのシリコーンゴム
（ＰＤＭＳＯ）から選択されることを特徴とする請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項２１】
　前記電極の少なくとも１つが、Ｐｔ、Ｃｕ、Ａｌ、Ａｇ、Ａｕ、Ｔｉ、Ｗ、Ｚｎ、Ｎｉ
または低融点合金を含む、ことを特徴とする請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項２２】
　前記絶縁層の厚み（ｄｉｎｓ）と前記分極層の厚み（ｄｐｏｌ）と前記絶縁層の破壊電
界強度Ｅｉｎｓと前記分極層Ｅｐｏｌの絶縁破壊電界強度との関係が、ｄｉｎｓ＜ｄｐｏ

ｌ、およびＥｉｎｓ＞Ｅｐｏｌであることを特徴とする請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項２３】
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　電極が銅を含み、ｍが１以上であり、絶縁層Ａの誘電材料がポリエチレンであり、分極
層Ｂの材料が、微分散ＰＡＮＩ－ＤＢＳＡ／ＰＡＡであり、前記複合層におけるＰＡＡに
対するＰＡＮＩの比が２０重量％以上であり、前記絶縁層の厚さ（ｄｉｎｓ）が少なくと
も２．５ｎｍであり、前記分極層の厚さ（ｄｐｏｌ）が少なくとも１．０ｍｍであること
を特徴とする請求項１に記載のコンデンサ。
【請求項２４】
　前記電極が銅を含み、ｍが１以上であり、前記絶縁層Ａの誘電材料がポリエチレンであ
り、前記分極層Ｂの材料が、ポリ（Ｎ－ビニルピロリドン）（ＰＶＰ）で安定化されたコ
ロイドＰＡＮＩ分散体であり、絶縁層の厚さ（ｄｉｎｓ）が２．５～１０００ｎｍ、分極
層の厚さ（ｄｃｏｎｄ）が１０～５０μｍであることを特徴とする請求項１に記載のコン
デンサ。
【請求項２５】
　前記分極層が、ドデシルベンゼンスルホネート（ＤＢＳＡ）、ポリオキシエチレングリ
コールアルキルエーテル、ポリオキシプロピレングリコールアルキルエーテル、ポリオキ
シエチレングリコールオクチルフェノールエーテル、ポリオキシエチレングリコールソル
ビタンアルキルエステル、ソルビタンアルキルエステル、およびドデシルジメチルアミン
酸化物から選択される界面活性剤を含む、ことを特徴とする請求項１に記載のコンデンサ
。
【請求項２６】
　コンデンサの製造方法であって、
　ａ）第１の電極として機能する導電性基板を準備するステップと、
　ｂ）前記第１の電極に隣接して固体多層構造を形成するステップと、
　ｃ）多層構造に隣接する第２の電極を形成するステップとを有し、
　ただし、多層構造の形成ステップは、絶縁層および分極層の適用の交互操作または絶縁
層および分極層の同時押出し操作を含み、個々の絶縁層は、ナノメートル（ｎｍ）当たり
少なくとも０．０５ボルトの破壊電圧を有し、個々の分極層は、少なくとも２００の誘電
率を有し、前記個々の分極層は、絶縁体マトリックス中に導電性ナノ粒子の微小分散体を
有するコロイド状複合体を含有することを特徴とするコンデンサの製造方法。
【請求項２７】
　前記固体多層構造を形成するステップが、絶縁材料の溶液の塗布と分極材料の溶液の塗
布との交互の操作を含み、前記両方の塗布操作の後に乾燥させて固体絶縁層および分極層
を形成するステップを含み、交互操作は、多層構造の形成が完了するまで繰り返され、絶
縁層は、最初の層および最後の層が電極と直接接触するように形成されることを特徴とす
る請求項２６に記載の方法。
【請求項２８】
　前記固体多層構造を形成するステップが、絶縁材料の溶融物の塗布と分極材料の溶融物
の塗布との交互の操作を含み、前記両方の塗布操作の後に、冷却させて固体絶縁層および
分極層を形成するステップを含み、交互動作は、多層構造の形成が完了するまで繰り返さ
れ、絶縁層は、最初の層および最後の層が電極と直接接触するように形成されることを特
徴とする請求項２６に記載の方法。
【請求項２９】
　前記固体多層構造を形成するステップが、交互の分極材料および絶縁誘電材料を連続的
に含む前記層の少なくとも１つのセットを基板上に共押出しした後、乾燥させて前記固体
多層構造を形成するステップを含む、ことを特徴とする請求項２６に記載の方法。
【請求項３０】
　前記固体多層構造を形成するステップが、分極材料と絶縁誘電材料との交互の溶融物を
連続的に含む前記層のセットの共押出しした後に、冷却させて前記固体多層構造を形成す
るステップを含む、ことを特徴とする請求項２６に記載の方法。
【請求項３１】
　コンデンサの製造方法であって、
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　ａ）第１および第２の電極上に絶縁層をコーティングするステップと、
　ｂ）第１および第２の電極の一方の絶縁層上に多層構造をコーティングし、第１および
第２の電極の他方を多層構造に積層し、
　個々の絶縁層は少なくとも０．０５ボルト／ナノメートル（ｎｍ）の破壊電圧を有し、
多層構造は少なくとも２００の誘電率を有する分極層を含み、前記分極層は絶縁体マトリ
ックス中に導電性ナノ粒子の微小分散体を有するコロイド状複合体を含有することを特徴
とするコンデンサの製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　背景技術
　コンデンサは、静電界の形でエネルギーを蓄積するために使用される受動電子部品であ
り、誘電体層によって分離された一対の電極を含む。２つの電極間に電位差が存在すると
き、電界が誘電体層に存在する。この電界はエネルギーを蓄積し、理想的なコンデンサは
、各電極上の電荷とそれらの間の電位差との比である単一の一定の静電容量値によって特
徴付けられる。実際には、電極間の誘電体層は少量の漏れ電流を通過させる。電極および
リード線は等価直列抵抗を生成し、誘電体層は破壊電圧をもたらす電界強度に制限を有す
る。最も単なるコンデンサは、誘電率εの誘電体層によって分離された２つの平行な電極
からなり、各電極は面積Ｓを有し、互いに距離ｄをおいて配置されている。電極は面積Ｓ
にわたって均一に延びていると考えられ、表面電荷密度は式：±ρ＝±Ｑ／Ｓで表すこと
ができる。電極の幅が間隔（距離）ｄよりもはるかに大きいので、コンデンサの中心付近
の電場は、大きさＥ＝ρ／εで均一になる。電圧は、電極間の電界の線積分として定義さ
れる。理想的なコンデンサは、式（１）で定義される一定の静電容量Ｃで特徴付けられる
。
【数１】

　これは容量が面積と共に増加し、距離と共に減少することを示している。したがって、
高誘電率の材料で作られたデバイスでは、容量は最大である。
【背景技術】
【０００２】
　破壊電界強度Ｅｂｄとして知られる特性電界は、コンデンサ内の誘電体層が導電性にな
る電界である。これが起こる電圧は、デバイスの絶縁破壊電圧と呼ばれ、絶縁耐力と電極
間の間隔との積によって与えられ、
【数２】

【０００３】
　コンデンサに蓄積される最大体積エネルギー密度は、～ε・Ｅ２

ｂｄに比例する値によ
って制限され、εは誘電率であり、Ｅｂｄは破壊強度である。したがって、コンデンサの
蓄積エネルギーを増加させるためには、誘電体の透磁率εおよび誘電体の破壊強度Ｅｂｄ

を高める必要がある。
【０００４】
　高電圧用途では、はるかに大きなコンデンサを使用しなければならない。破壊電圧を劇
的に下げる要因はいくつかある。導電性電極の形状はこれらの用途にとって重要である。
特に、鋭いエッジまたは点は、電界強度を局所的に著しく増大させ、局所的な破壊を招く
可能性がある。任意の位置でローカル破壊が開始されると、破壊は、誘電体層を通って対
向電極に到達して短絡するまでに、速やかに“トレース”する。
【０００５】
　誘電体層の破壊は、通常、以下のように起こる。電場の強さが十分に高くなると、誘電
材料の原子からの自由電子が、一方の電極から他方の電極へ電流を伝導させる。誘電体に
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おける不純物の存在または結晶構造の不完全性によっては、半導体デバイスにおいて観察
されるようなアバランシェブレークダウンをもたらし得る。
【０００６】
　誘電体材料の他の重要な特性は、その誘電率である。コンデンサには様々な種類の誘電
体が使用され、セラミックス、ポリマーフィルム、紙、電解コンデンサなどの各種のコン
デンサがある。最も広く使用されるポリマーフィルム材料は、ポリプロピレンおよびポリ
エステルである。誘電率を増加するとともに体積エネルギー密度を増加するのが重要な技
術課題となる。
【０００７】
　ドデシルベンゼンスルホネート（ＤＢＳＡ）の存在下でのポリアクリル酸（ＰＡＡ）の
水性分散液中のアニリンの現場重合を用いて、ポリアニリンの超高誘電率複合体ＰＡＮＩ
－ＤＢＳＡ／ＰＡＡを合成した（Ｃｈａｏ－Ｈｓｉｅｎ　Ｈｏａら、「ｉｎ　ｓｉｔｕ重
合によって調製された高誘電率ポリアニリン／ポリ（アクリル酸）複合体」、Ｓｙｎｔｈ
ｅｔｉｃ　Ｍｅｔａｌｓ　１５８（２００８）、第６３０－６３７ページ）。水溶性ＰＡ
Ａは高分子安定剤として働き、巨視的凝集からＰＡＮＩ粒子を保護した。重量で３０％の
ＰＡＮＩを含有する複合体について、ｃａ．２．０×１０５（１ｋＨｚで）との非常に高
い誘電率が得られた。ＰＡＮＩ含有量によって複合材料の形態学的、誘電的および電気的
特性に及ぼす影響が調べられた。誘電率、誘電損失、損失係数および電気係数の周波数依
存性が、０．５ｋＨｚ～１０ＭＨｚの周波数範囲で分析された。ＳＥＭ顕微鏡写真では、
高いＰＡＮＩ含有量（すなわち、２０重量％）を有する複合材が、ＰＡＡマトリックス内
に均一に分布した多数のナノスケールＰＡＮＩ粒子からなることを明らかにした。高誘電
率は、ＰＡＮＩ粒子の小さなコンデンサの合計に起因するものであった。この材料の欠点
は、電場の増加に伴ってそのような事象が増加する確率で、電場の下でのパーコレーショ
ンおよび少なくとも１つの連続導電路の形成の可能性があることである。隣接する導電性
ＰＡＮＩ粒子を通る少なくとも１つの連続的な経路（トラック）がコンデンサの電極間に
形成されると、そのコンデンサの破壊電圧を低下させる。
【０００８】
　水溶性ポリマー、ポリ（Ｎ－ビニルピロリドン）［ポリ（１－ビニルピロリジン－２－
オン）］で安定化されたコロイド状ポリアニリン粒子は、分散重合によって調製された。
平均粒径２４１±５０ｎｍは、動的光散乱にて確定された（Ｊａｒｏｓｌａｖ　Ｓｔｅｊ
ｓｋａｌおよびＩｒｉｎａ　Ｓａｐｕｒｉｎａ、「ポリアニリン：薄膜およびコロイド分
散（ＩＵＰＡＣ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｒｅｐｏｒｔ）」、Ｐｕｒｅ　ａｎｄ　Ａｐｐｌ
ｉｅｄ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ、７７巻、　Ｎｏ．５、第８１５－８２６ページ（２００５
）を参照）。
【０００９】
　ドープされたアニリンオリゴマーの単結晶は、単純な溶液に基づく自己組織化法を介し
て製造される（Ｙｕｅ　Ｗａｎｇら、“ドーピングされたオリゴアニリン単結晶の階層的
アセンブリを介した形態学的および次元的制御”、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．、２０
１２、１３４、第９２５１－９２６２ページ）。機械学についての詳細的な研究は、異な
る形態および寸法の結晶を「ボトムアップ」階層アセンブリによって生成し、１次元（１
－Ｄ）ナノファイバーような構造を高次構造に集約することができることを明らかにした
。１－Ｄナノファイバーおよびナノワイヤ、２－Ｄナノリボンおよびナノシート、３－Ｄ
ナノプレート、積み重ねシート、ナノフロア、多孔質ネットワーク、中空球およびねじれ
コイルを含む、多種多様な結晶ナノ構造を、結晶の制御およびドープされたオリゴマー間
の非共有相互作用によって取得することができる。これらのナノスケールの結晶質は、そ
の多量の対等物と比較して導電性が向上し、形状依存性の結晶性などの興味深い構造特性
の関係も示される。さらに、吸収研究を介して、これらの構造の形態および寸法は、分子
－溶媒相互作用を監視することによって、大幅に合理化および予測することができる。ド
ーピングされたテトラアニリンをモデルシステムとして用いて、この論文で提示された結
果および戦略は、有機材料の形状およびサイズ制御の一般的なスキームについての示唆を
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提供する。
【００１０】
　多層構造に基づく公知のエネルギー蓄積装置（コンデンサ）が存在する。エネルギー蓄
積デバイスは、第１および第２の電極と、遮断層および誘電体層を含む多層構造とを含む
。第１遮断層は、第１電極と誘電体層との間に配置され、第２遮断層は、第２電極と誘電
体層との間に配置される。第１および第２の阻止層の誘電率は、いずれも誘電体層の誘電
率よりも独立して大きい。この装置の欠点は、電極と直接接触して位置する高誘電率の層
を遮断することが、エネルギー蓄積装置の破壊を招く可能性があることである。複合材料
をベースとし、分極粒子（ＰＡＮＩ粒子など）を含む高誘電率の材料は、パーコレーショ
ン現象を示すことがある。形成された層の多結晶構造は、結晶間の境界に複数のもつれ化
学結合を有する。高誘電率の材料が多結晶構造を有する場合には、結晶粒の境界に沿って
パーコレーションが生じることがある。公知の装置の別の欠点は、すべての層の真空蒸着
である高価な製造手順である。
【００１１】
　エネルギー蓄積デバイスとしてのコンデンサは、電気化学的エネルギー蓄積に対して、
周知の利点を有する。電池と比較して、コンデンサは、非常に高い電力密度、すなわち充
電／再充電速度でエネルギーを蓄積することができ、劣化の少なく長い蓄積寿命を有し、
数十万回または数百万回の充放電が可能である。しかし、コンデンサは、電池のように小
さな体積または重量でエネルギーを貯蔵しないことが多く、エネルギー蓄積コストが低い
ので、電気自動車などの一部のアプリケーションではコンデンサが実用的ではない。した
がって、体積および質量エネルギー蓄積密度が高く、コストが低いコンデンサを提供する
ことは、エネルギー蓄積技術の進歩であり得る。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、エネルギー蓄積デバイス（例えば、コンデンサ）およびその製造方法を提供
する。本発明のエネルギー蓄積デバイスは、いくつかのエネルギー蓄積デバイスに関連す
る蓄積エネルギーの体積および質量密度のさらなる増加の問題を解決すると同時に、材料
および製造プロセスのコストを削減することができる。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　一つの形態では、コンデンサは、第１の電極、第２の電極、および前記第１および第２
の電極の間に配置された固体多層構造を含む。前記電極は平面であり、互いに平行に配置
され、前記固体多層構造は、前記電極に平行に配置された層を含み、以下のシーケンスを
有する：（Ａ－Ｂ）ｍ－Ａ。ここで、Ａは絶縁層であり、Ｂは、絶縁体マトリックスにお
ける導電性ナノ粒子の微小分散を含む分極層であり、数ｍ≧１である。ある場合では、ｍ
は、１、２、３、４、５、６、７、８、９、１０、２０、３０、４０、５０、１００、２
００、３００、４００、５００、６００またはそれ以上であり得る。いくつかの例におい
て、ｍは、１～１０００、１～１００、または１～５０である。電極は、互いにほぼ平行
であってもよく、または実質的に平行であってもよい。電極は、平行配置からオフセット
することができる。
【００１４】
　別の形態では、コンデンサの製造方法は、（ａ）電極の１つとして機能する導電性基板
の準備、（ｂ）固体多層構造の形成、および（ｃ）多層構造上への第２の電極の形成を含
み、多層構造の形成は、絶縁層および分極層の交互適用のステップまたは層の同時押出し
のステップを含む。
【００１５】
　別の形態では、コンデンサの製造方法は、両方の電極上に絶縁層をコーティングするス
テップと、第２電極を多層構造に積層して電極の一方に多層構造をコーティングするステ
ップとを含む。
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【００１６】
　本発明のさらなる形態および利点は、本発明の例示的な実施形態のみが示され記載され
る以下の詳細な説明から、当業者に容易に明らかになるであろう。理解されるように、本
発明は、他の異なる実施形態が可能であり、そのいくつかの詳細は、本発明から逸脱する
ことなく様々な点で変更可能である。したがって、図面および説明は、本質的に例示的で
あり、限定的ではないとみなされるべきである。
【００１７】
　参照による組み込み
　個々の刊行物、特許、または特許出願が具体的かつ個別に参照により組み込まれると示
されていると同様に、本明細書中に言及されるすべての刊行物、特許および特許出願は、
参照により本明細書に援用される。
【００１８】
　本発明の新規な特徴は、添付の特許請求の範囲に詳細に記載されている。本発明の特徴
および利点のより良い理解は、本発明の原理が利用される例示的な実施形態を示す以下の
詳細な説明および添付の図面を参照することによって得られるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明のいくつかの実施形態によるエネルギー蓄積デバイスを概略的に示す。
【図２】本発明のいくつかの実施形態による別のエネルギー蓄積デバイスを概略的に示す
。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明の様々な実施形態を本明細書に示し説明してきたが、当業者には、そのような実
施形態は単なる例示として提供されていることが明らかであろう。本発明から逸脱するこ
となく、多くの変形、変更、および置換が当業者に生じ得る。本明細書に記載された本発
明の実施形態に対する様々な代替物を使用することができることを理解されたい。
【００２１】
　本発明は、コンデンサなどのエネルギー蓄積デバイスを提供する。本発明の一実施形態
では、絶縁層は結晶質である。絶縁層は、単結晶材料、バッチ結晶材料、または非晶質材
料を含む任意の適切な結晶材料から製造することができる。用途に応じて、絶縁誘電体材
料の誘電率は広範囲にあり得る。絶縁層は、４ｅＶより大きいバンドギャップ、および約
０．００１ボルト（Ｖ）／ナノメートル（ｎｍ）、０．０１Ｖ／ｎｍ、０．０５Ｖ／ｎｍ
、０．１Ｖ／ｎｍ０．２Ｖ／ｎｍ、０．３Ｖ／ｎｍ、０．４Ｖ／ｎｍ、０．５Ｖ／ｎｍ、
１Ｖ／ｎｍ、または１０Ｖ／ｎｍより大きい破壊電界強度によって特徴付けられる材料を
含む。分極層の材料は、広範囲にあり得る誘電率εｐｏｌを有する。場合によっては、ε

ｐｏｌは、少なくとも約１００、２００、３００、４００、５００、１０００、２０００
、３０００、４０００、５０００、６０００、７０００、８０００、９０００、１０００
０または１０００００である。
【００２２】
　本発明では、固体絶縁誘電体層は、使用される材料および製造手順に応じて、アモルフ
ァス層と結晶固体層との間の範囲において異なる構造を有することができる。開示された
コンデンサの一実施形態では、絶縁層は、酸化物、窒化物、酸窒化物およびフッ化物から
選択される材料を含む。開示されたコンデンサの別の実施形態では、絶縁層は、ＳｉＯ２

、ＨＦＯ２、Ａｌ２Ｏ３またはＳｉ３Ｎ４から選択される材料を含む。開示されるコンデ
ンサの一実施形態では、絶縁層は、一般構造式Ｉ：
【化１】

　式中、Ｃｏｒは共役π系を有する多環式有機化合物であり、Ｍは修飾官能基であり、ｎ
は修飾官能基の数で、１以上となる。本発明の別の実施形態では、多環式有機化合物は、
オリゴフェニル、イミダゾール、ピラゾール、アセナフテン、トリアジン、インダントロ
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選択される一般構造式を有する。
【表１】
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【表２】

【００２４】
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【表３】

【００２５】
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【００２６】
　本発明の別の実施形態では、電極は銅からなり、数ｍは１であり、絶縁層Ａの誘電材料
はポリエチレンであり、分極層Ｂの材料は微分散ＰＡＮＩ－ＤＢＳＡ／ＰＡＡドデシルベ
ンゼンスルホネート（ＤＢＳＡ）の存在下でのポリアクリル酸（ＰＡＡ）の水性分散液中
のアニリンの現場重合を用いて合成されたものであり、複合体中のＰＡＮＩ対ＰＡＡの比
は２０重量％絶縁層の厚さはｄｉｎｓ＝２５ｎｍ、分極層の厚さｄｐｏｌ＝１０ｍｍであ
る。本発明のさらに別の実施形態では、電極は銅からなり、数ｍは１に等しく、絶縁層Ａ
の誘電材料はポリエチレンであり、分極層Ｂの材料はポリ（Ｎ－ビニルピロリドン）（Ｐ
ＶＰ）であり、絶縁層の厚さはｄｉｎｓ＝２５ｎｍであり、分極層の厚さｄｃｏｎｄ＝５
０μｍである。本発明の別の実施形態において、分極層は、ドデシルベンゼンスルホネー
ト（ＤＢＳＡ）、ポリオキシエチレングリコールアルキルエーテル、ポリオキシプロピレ
ングリコールアルキルエーテル、ポリオキシエチレングリコールオクチルフェノールエー
テル、ポリオキシエチレングリコールソルビタンアルキルエステル、ソルビタンアルキル
エステル、ドデシルジメチルアミンオキシドである。
【００２７】
　また、本発明は、上記のコンデンサの製造方法を提供する。開示された方法の一実施形
態では、多層構造の形成のステップ（ｂ）は、絶縁材料の溶液の塗布と分極材料の溶液の
塗布の交互のステップを含み、両方の塗布ステップの後には、乾燥させて固体絶縁層およ
び分極層を形成するステップを有し、多層構造の形成が完了するまで前記の交互のステッ
プが繰り返され、最初の層および最後の層が電極に直接接触するように絶縁層が形成され
る。開示された方法の別の実施形態では、多層構造の形成のステップ（ｂ）は、絶縁材料
の溶融物の塗布と分極材料の溶融物の塗布の交互のステップを含み、両方の塗布工程の後
には、冷却して固体の絶縁層および分極層を形成するステップを有し、多層構造の形成が
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完了するまで前記の交互のステップが繰り返され、最初の層および最後の層が電極と直接
接触するように絶縁層が形成される。開示された方法のさらに別の実施形態では、固体多
層構造を形成するステップ（ｂ）は、交互の分極材料および絶縁性誘電材料を連続して含
む層のセットを基板上に共押出しするステップを含み、その後には、乾燥させて固体多層
構造を形成するステップを有する。開示された方法のさらに別の実施形態では、前記の固
体多層構造を形成するステップは、分極材料と絶縁性誘電材料との交互溶融物を連続的に
含む層のセットを共押出するステップを含み、その後には、冷却して固体の多層構造を形
成するステップを有する。また、本発明は、（ｄ）両電極上に絶縁層を被覆するステップ
と、（ｅ）一方の電極上に多層構造を被覆して第２の電極を多層構造に被覆するステップ
とを含む、上記のコンデンサの製造方法を提供する。
【００２８】
　実施例１
　図２は、電極１および２と、分極層（５）で分離された絶縁誘電体（３および４）の２
つの絶縁層を含む固体多層構造を含む開示されたエネルギー蓄積デバイスの実施形態を示
す。本発明のこの実施形態では、ドデシルベンゼンスルホネート（ＤＢＳＡ）の存在下で
のポリアクリル酸（ＰＡＡ）の水性分散液中のアニリンの現場重合を用いて合成された、
ポリアニリンとＰＡＮＩ－ＤＢＳＡ／ＰＡＡとの複合体が分極層の材質、ポリエチレンな
どが絶縁性誘電体材料としてそれぞれ用いられる。絶縁層の厚さｄｉｎｓは２．５ｎｍで
ある。電極１０および１１は銅からなる。ポリエチレンの誘電率は２．２に等しい（すな
わち、εｉｎｓ＝　２．２）。ポリアニリンとＰＡＮＩ－ＤＢＳＡ／ＰＡＡとの複合体は
、誘電率εｐｏｌが１０００００であり、分子伝導性を有する導電層の厚さがｄｐｏｌ＝
１．０ｍｍである。
【００２９】
　実施例２
　図３は、電極６および７と、交互の絶縁層および分極層を含む固体多層構造を含む開示
されたエネルギー蓄積デバイスの実施形態を示し、絶縁誘電材料（１１、１２、１３、１
４）の層は分極層（８、９、１０）で分離される。本発明のこの実施形態では、分極層の
材料としてＰＡＮＩ－ＤＢＳＡ／ＰＡＡ複合材料を使用し、絶縁誘電材料としてポリエチ
レンを使用する。絶縁層の厚さ＝２．５～１０００ｎｍ。電極６および７は銅で作られて
いる。ポリエチレンの誘電率は２．２（すなわち、εｉｎｓ＝２．２）であり、絶縁破壊
電圧Ｖｂｄ＝１ミリメートルの厚さで４０キロボルトである。一実施形態では、分極層の
材料は、１０００００に等しい誘電率εｐｏｌを有するポリアニリン（ＰＡＮＩ）／ポリ
（アクリル酸）（ＰＡＡ）複合材料である。この例では、分極層の厚さｄｐｏｌ＝１．０
～５．０ｍｍである。
【００３０】
　本発明を特定の好ましい実施形態を参照して詳細に説明してきたが、当業者であれば、
特許請求の範囲の趣旨および範囲から逸脱することなく、様々な修正および改良がなされ
ることができる。
【００３１】
　本発明の好ましい実施形態が本明細書に示され説明されてきたが、そのような実施形態
が単なる例示として提供されることは、当業者には明らかであろう。本発明から逸脱する
ことなく、当業者には数多くの変形、変更、および置換が可能である。本明細書に記載さ
れた本発明の実施形態に対する様々な代替物が、本発明の実施において採用され得ること
を理解されたい。以下の特許請求の範囲は、本発明の範囲を定義し、これらの特許請求の
範囲内の方法および構造およびそれらの均等物がそれによってカバーされることが意図さ
れる。
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【図２】
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